
 

 

第５回東京都北区子ども・子育て会議 就学前教育・保育部会次第 

 

日時：平成 26 年 10 月３日（金） 

                                  午後 6 時 30 分～ 

会場：北とぴあ７階 701 会議室 

 

１ 開会 

 

 

２ 議事 

（１）区立幼稚園の今後の方向性について 

（２）その他 

 

 

３ 閉会 

 

 

【配布資料】※資料は事前送付済みです。 

資料 1 就学前教育・保育部会（調査審議）報告 
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の視察を行い、運営方法や職員体制などの意見聴取を行った。 
   7 月 25 日の第４回就学前教育・保育部会では、7 月 3 日の認定こども園

の視察を踏まえて、認定こども園についての意見や資料「区立幼稚園の今

後の方向性」に則した議論をした。 
   8 月 5 日の第７回子ども・子育て会議では、これまでの部会における議論

及び視察の報告を行うとともに「子ども・子育て会議（全体会）」にご意見

を伺い、10 月 3 日の部会について事務局から報告があった。 
   平成 26 年 10 月 3 日第 5 回就学前教育・保育部会で、これまでの議論等

を踏まえて、就学前教育・保育部会として「区立幼稚園の今後の方向性に

ついて」上記２のとおり考え方を取りまとめた。 
 
（２）主な意見 
   審議は、区立幼稚園の現状及び設置の経緯、第 7 次答申の確認及び北区

の進める就学前教育の取り組みや成果、認定こども園及び子ども・子育て

支援新制度等についての共通理解を深めつつ、区立幼稚園の今後の方向性

について議論を進めた。 
さらに、認定こども園にすでに取り組んでいる目黒区立げっこうはらこど 

も園と台東区立石浜橋場こども園の視察を行い、先駆的な事例も参考にし

ながら、各委員が忌憚なく意見を述べた。 
以下、主な論点についての意見を紹介する。 
はじめに、第７次答申以降の北区の就学前教育に関しての意見としては、 

きらきら０年生の取り組みなどで北区は保幼小の連携に力を入れている、 
教職員の研修の充実が幼稚園・保育所と子どもがどこに通園しても同様に 
良い育ちが保障されているなど、北区の取り組みについて評価する意見が 
出された。あわせて、私立幼稚園が北区の幼児教育の充実、発展に貢献し 
てきたこと、そして今後もその役割が期待されているとの意見があった。 
そのほか、幼稚園と小学校の円滑な接続を考え、就学前教育も区が責任 

を持ってかかわることが大切、これまで培ってきた北区の就学前教育保育 
のノウハウ及び成果を継承及び発展させるための研究を今後も進めること 
が必要である、私立幼稚園もその役割を担ってきたが、公立の認定こども 
園・幼稚園がその役割を担う必要があるのではないか等の意見が出された。 
次に区立幼稚園のあり方に関しての意見では、私立幼稚園の補完として 

の設置理由を鑑みれば、今の定員充足率が低い現状や児童一人当たりの運 
営経費が私立幼稚園より高いことなどから、廃止・縮減が必要であるとの 
意見や、今後も続く幼児人口の減少や区立幼稚園の定員割れの現状から６ 
園は多いのではないかといった意見が出された。 
また、幼稚園を選択するときは、保育時間、給食・バスの有無、教育内容、 

保育料、先生の質、教育方針などを比較・検討することが一般的に保護者 
のやり方であるとの意見もあった。 
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一方で、文科省が 5 歳児の義務教育化を打ち出したが、幼稚園のスタン 
ダード、基本ラインを示すために公立は残すべきではないかとの意見も出 
された。 
次に、区立幼稚園の認定こども園への移行に関しての意見としては、公 

立幼稚園全部を残すのは難しいと思うが、それぞれの地域の実情に沿って 
こども園化するなど、早急に削減という方向には向かないでほしいといっ 
た意見や、国は子ども・子育て支援新制度の中で認定こども園も制度とし 
て打ち出しており、区が待機児童解消策として認定こども園の方向に進ん 
でいくことは有意義である、制度的に区立の幼稚園が認定こども園に移行 
していくことは良いことだと思う等の意見が出た。 

また、区が就学前教育についても責任を持つと考えれば、園数を減じて 
認定こども園とすることが必要ではないかといった意見もあった。 
その他の意見では、給食・食育に関する意見や地域の子育て支援に力を 

入れてほしい等の意見、先生の就労条件の改善が図られれば教育の質も上 
がるといった意見のほか、区立幼稚園の認定こども園への移行については、 
地域によっては保育の供給過剰になることが心配されるため、地域需要等 
を十分踏まえながら設置すべきとの意見があった。 

 
 
 
 
 


